
1．はじめに

平成16年度戦略的経費による学科等枠を超えた共同

研究「情報ネットワークに関連した本校における複数の

中期目標［1］を達成するための支援」としてプロジェク

ト［2］［3］［4］（以後，平成16年度プロジェクトとする）を実

施した．

このプロジェクトは，以下の

q 情報ネットワーク教育を実現するカリキュラムの

開発［5］

w e-Learning実現のための情報リテラシー科目設置

についての調査［6］

e ホームページを用いた広報および情報公開につい

ての環境構築

のサブプロジェクトから構成されていた．

これらサブプロジェクトテーマに対する取り組みに

より，q，wを同時に支援する方策として，「 e -

Learningを用いた全学的な情報基礎教育の実現」とい

う考えを提言するに至った．また，eのホームページ

作成環境の構築については実現できたが，人材育成の面

で支援が困難であった．

これに対して，平成16年度プロジェクトの成果を基

にして，平成17年度においても，戦略的経費による学

科等枠を超えた共同研究『情報ネットワークに関連した

本校における複数の中期目標を達成するための支援2』

として引き続きプロジェクト（以後，平成17年度プロ

ジェクトとする）を実施する．

平成17年度プロジェクトでは，平成16年度プロジェ

クトで提案した「e-Learningを用いた全学的な情報基礎

教育の実現」の具現化への取り組みと「奈良高専ホーム

ページ［7］作成メンバーに対するスキルアップおよび人

材育成」を行なう．

本論文では，この平成17年度プロジェクトの詳細に

ついて述べるとともに，このプロジェクトで得られた成

果の報告と今後の展望について述べる．

2．プロジェクト内容

平成17年度プロジェクトのプロジェクトリーダーは，

引き続き筆者が担当する．プロジェクトメンバーについ

ては，「e-Learningを用いた全学的な情報基礎教育の実

現」という最終的には学校規模での取り組みとなる提言

であるため，e-Learningシステムおよび情報基礎教育の

実現の面で関連する部署として，情報工学科，情報メデ

ィア教育センター運営委員会，ネットワーク管理室，教
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務委員会を選び，その中の有志をプロジェクトメンバー

として選出する．また，「本校ホームページ作成メンバ

ーに対するスキルアップおよび人材育成」については，

広報ホームページ作成委員会内で実際に広報ホームペ

ージ作成に携わる職員を選出した．

選出の結果，情報工学科から，本間啓道，小山雅史，

山口賢一各教員，及び，西野貴之技術室員．情報メディ

ア教育センター運営委員会から，木村倫幸，武田充啓，

高橋美帆，酒井史敏，阪部俊也，中村善一，石丸裕士各

委員，及び，中裏良一，二宮由成総合技術室員．ネット

ワーク管理室から，榊原和彦室員，教務委員会から，片

倉勝己，山口智浩，金澤直志各主事補．広報ホームペー

ジ作成委員会から，川辺涼子，澤田彩，中谷吉陽各職

員，計２１名をプロジェクトメンバーとする構成とし

た．

3．平成１6年度プロジェクトの総括

3.1. 平成１6年度プロジェクトについて

平成16年度プロジェクトでは，３つのサブプロジェ

クトに取り組むことで，以下の表1に示す中期目標内容

を支援することが目的であった．表１の支援評価結果［4］

の欄は，◎は，十分な支援ができた．○は，ほぼ支援が

できた．△は，十分な支援ができなかった．×は，まっ

たく支援ができなかった．を表している．

表１　中期目標支援評価結果

結果として，3．，4．，9．の中期目標内容に対して平成

16年度プロジェクトでは，十分な支援ができなかった．

平成16年度プロジェクトでは，主な取り組み内容が，調

査，検討，資料収集であったため，具現化を必要としな

い中期目標内容については，それなりの成果があった．

しかしながら，開発や実施といった具体化あるいは具

現化まで求められる目標内容に対しては，十分な支援が

できていなかった．その理由に，資金不足，設備の不備，

プロジェクト期間の短さ等があげられる．

3.2. 平成17年度プロジェクトに向けて

平成17年度プロジェクトが，平成16年度プロジェク

トで支援できなかった中期目標内容を支援可能にする

ことを目的にする上で，重要となってくるのがサブプロ

ジェクトテーマと各サブプロジェクトで実施する取り

組み内容の見直しである．

3.，4.の中期目標内容については，平成16年度プロジ

ェクトのサブプロジェクトテーマq，wのカテゴリー

に属する．また，9.の中期目標の内容については，同様

にeのカテゴリーに属する．

平成16年度プロジェクトでは，サブプロジェクトテ

ーマq，wを今後において同時に支援するために，e-

Learningを用いた全学的な情報基礎教育の実施を提言

した．つまり，3.，4.の中期目標内容を支援するために

は，提案内容のタイトルに含まれているように e -

Learningの具現化が重要である．

また，9.の中期目標内容に掲げられている事務職員・

技術職員の諸能力向上を支援については，平成16年度

プロジェクトで，サブプロジェクトテーマeに対する

継続的なプロジェクトとして，ホームページを作成する

メンバーのホームページ作成全般のスキルアップが必

要であると提言した．つまり，ホームページ作成スキル

を上げなければ，本校ホームページの広報および情報公

開能力やホームページデザインの質の向上はありえな

いため，ホームページ作成委員会委員である教務，庶

務，学生の三係の事務職員に対して，計画的なコンテン

ツ作成者の育成と研修を実施することが必須となる．

そこで，平成17年度プロジェクトでは，平成16年度

プロジェクトのサブテーマを再構築し，２つのサブプロ

ジェクトテーマとして，

q 早急なe-Learning環境の構築とe-Learningによる

授業の実現

w 計画的なコンテンツ作成者の育成と研修

を推進することにした．

3.2.1. プロジェクトの内訳

平成17年度プロジェクトの採択までのタイムスケジ

ュールについて説明する．
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中期目標内容
 評

価 

1.  インターネットなど e-ラーニングを活用した教育の推進に努める ○ 

2.  メディアリテラシー教育，環境・科学技術リテラシー教育，技術者

倫理教育の推進を検討する． 
◎ 

3.  インターネット・メディア教材，ＮＩＥ教材，コミュニケーション指向

の教材の開発を検討する． 
△ 

4.  他高専等での教材開発に関する情報の収集に努め，共同の

研究会等での教材開発の検討を準備する． 
△ 

5.  低学年での混合学級実施の検討を始める． ○ 

6.  メディアリテラシー教育，環境・科学技術リテラシー教育，技術

者倫理教育の推進を検討する． 
○ 

7.  本校のホームページの現状の把握と今後の課題を検討する．  ◎ 

8.  研究・研修の成果の公開について検討する．  ○ 

9.  事務職員・技術職員の諸能力向上のための研修会の計画的

な実施 
× 

10.  各評価作業の資料となるデータベース構築を推進する  ○ 



まず，10月に計画書の提出，11月に採択の通知と追

加調査書の提出，12月に企画会議による追加計画書に

対するヒヤリングが行われ，最終的な要求額内訳が決定

された．その結果，平成17年度プロジェクトでは，要

求額1125千円が承認された．表2に平成17年度プロジ

ェクトにおける要求額内訳を示す．

表２　平成17年度プロジェクト要求額内訳一覧

3.3. プロジェクト遂行に向けた短期戦略

プロジェクトは，基本的に単年度での実施である．次

年度も，確実にプロジェクト経費が獲得できる保証はな

いため，長期戦略では，プロジェクトの遂行が困難とな

る可能性がある．現に，平成16年度プロジェクトでも

単年度でプロジェクトを遂行が困難である事例が一部

存在した．平成17年度プロジェクトでは，サブプロジ

ェクトテーマに対して，単年度ベースでプロジェクトの

遂行が可能になるように短期戦略を掲げる．本プロジェ

クトでは，先で述べた予算をベースとした中期目標を支

援するために各サブプロジェクトテーマにおける短期

戦略を立て，その戦略に基づく取り組みを推進する．

まず，サブプロジェクトテーマqの短期戦略に，「e-

Learningによる情報基礎教育環境の実現」を掲げ，

¡ 外部資金獲得に向けたe-Learning構想作り

¡ 学内での自発的なe-Learning環境の構築

¡ e-Learningによる情報教育実践校への調査

の取り組みを推進する．

また，サブプロジェクトテーマwの短期戦略には，

「HTMLとWebデザイン教育の研修」を掲げ，

¡ 次期広報ホームページ作成者の養成

¡ 事務職員・技術職員への研修方法の検討

を同様に推進する．

しかしながら，当初以上の取り組みを予定していた

が，プロジェクトを推進していく過程で，見直しが余儀

なくされた．その理由は２つあり，１つ目は，平成16

年度プロジェクトでの提案をベースとして要求してい

た平成18年度特別教育研究経費の採択があった．この

経費獲得によって，平成16年度プロジェクトによる提

案を基に，e-Learning構想作りが急遽必要になった．し

たがって，平成17年度プロジェクトの短期戦略である

外部資金獲得に向けたe-Learning構想作りが，経費の採

択の時点で実現されたことになった．また，経費によっ

て次年度にe-Learning関連のソフトウエアの導入が可

能になり，備品のスイッチ購入を取りやめ，ソフトウエ

アを快適に動作させる高機能サーバのみに購入内訳を

変更した．

２つ目は，ホームページ作成の研修会の講師費用が高

額であることや，職員の研修時間の確保が困難であるこ

とが明らかになった．そこで，研修会でなく，時間的な

制約を受けず，低価格で研修を実施するために，e-

Learning によるHTMLおよびWebデザインを自主学習

できるコンテンツ購入に内訳を変更した．

この取り組みや予算内容の見直しから，２つのサブプ

ロジェクトテーマの短期戦略をe-Learningというキー

ワードで結びつけることができ，どちらの短期戦略を推

進していく上でもe-Learningの実現を推し進めること

で，両者の取り組みに対して相乗効果が得られるように

なる．

4．サブプロジェクト実施による成果報告

4.1. e-Learningによる情報基礎教育環境の実現

１つ目のサブプロジェクトの短期戦略である e -

Learningによる情報基礎教育環境の実現に向けた取り

組みとその成果について述べる．

まず，この資金獲得への対策として，平成16年度プ

ロジェクトの成果報告［4］で，本校におけるe-Learning

による情報基礎教育環境構築に関する基本構想を提言

した．この基本構想をベースとして，中期目標，中期計

画に沿って業務が実施される中で，教育研究の推進のた

めの支援経費である平成18年度特別教育研究経費の申

請を行った．この経費は，既存の資金の範囲内で実施す

ることが困難な教育研究プロジェクト等を支援するた

めの経費であり，本プロジェクトをさらに発展させるた

めの経費として要求する．この詳細については，4.1.1

で述べる．

次に，コンテンツ作成については，平成16年度プロ

ジェクトの成果報告でアウトソーシングの費用の捻出

や人材の面で問題があることを指摘した．そこで，学内

で全学的に利用価値の高いコンテンツ作成と，学内でe-

Learningに興味がある教員によるコンテンツ開発とい

う基本路線で進めていく考えに至った．具体的な取り組

情報ネットワークに関する複数の中期目標達成支援2 59

区分 積算等内訳 計（千円） 

消耗品 

ホームページ作成ソフトウエア更

新費用 

印刷費用 

50 

備品 サーバ，スイッチ購入費 600 

旅費 千歳科技大，金沢大への調査 368 

謝金 ホームページ作成研修会講師代 50 

役務 上記の関する諸経費 57 

その他  0 

合計 1125 



みとして，プロジェクトメンバーと学生が共同でコンテ

ンツを開発していく試みを実施する．この詳細について

は，4.1.2で述べる．

最後に，e-Learning設備については，e-Learningを試

行するために必要なe-Learningシステム用サーバを購

入する．このサーバは，情報基礎教育担当のプロジェク

トメンバーがe-Learningのコンテンツ開発，e-Learning

を用いた授業の実施が容易となるよう情報工学科情報

処理実習室内に設置する．

4.1.1. 特別教育研究経費

ここでは，平成16年度プロジェクトで得られた知見

に基づき，e-Learningによる情報基礎教育環境構築に関

する基本構想を柱として，平成18年度特別教育研究経

費の申請は，事業区分を「教育の進展に関する経費」，

事業名を，「e-Learningシステムを活用した全学的な情

報教育支援体制の実現」で申請した［8］．

この事業は，平成16年度プロジェクトの提案を再構

築した内容で，高等学校科目「情報」の授業で学ぶ内容

と同等以上の情報リテラシー能力と情報倫理を身につ

けた学生及び教職員の育成を目的とした情報教育を支

援するe-Learningシステムの導入とその運用体制の確

立を実現し，このシステムを通じて，全学的に情報に関

する基礎知識とスキルを身につけさせるという内容で

ある．

結果として，この事業内容が採択され，平成18年度

の予算に経費として盛り込まれることになった．この経

費獲得によって，短期的ではあるが，前述した資金調達

の面を解決することができた．３年の継続事業というこ

とで，平成19年度についても申請を行う予定であり，

平成19年度中には，e-Learningシステムを活用した情

報教育支援体制の実現を目指す予定［9］である．

さらに，全学的な情報教育支援体制の実現について

は，e-Learning実施に向けた学内コンセンサスや，カリ

キュラム改定等の問題と密接するため，今後の情勢を見

極めながら実施する．

4.1.2. コンテンツ作成プロジェクト

e-Learning実施については，e-Learningに対する学内

コンセンサスが得られていない点を踏まえ，ここ数年間

においては，e-Learningに興味をもつ教員による実施が

望ましいと考えている．特に，e-Learning実施で問題と

なるのが，e-Learningで用いるコンテンツの充実であ

る．しかしながら，市販のコンテンツでは，費用の捻出

が難しく，教員自らが作成するには，負荷が大きすぎ

る．これに対して，e-Learning実践校の訪問調査では，

このコンテンツ作成に学生の力を大いに活用している

実態を確認した．また，学内のコンセンサスを得ようと

考えずに，学生が自主学習の一ツールとしてe-Learning

を活用してもらえるような取り組みから始め，学生を

e-Learningに巻き込むまでに，その内容を充実していく

方が，結果的にe-Learningを推進させる早道であるとの

アドバイスもいただいた．

ただ，大学とは異なり，高専ではフルに学生の力を活

用するのが困難な面もある．そこで，高専学生によっ

て，コンテンツがどこまで作成可能かを明らかにするた

め，平成17年度の「システムデザイン演習」のプロジ

ェクト実験テーマとして，プロジェクトメンバーである

山口賢一教員の協力を得て，コンテンツ作成プロジェク

トを実施した．この成果報告については，「システムデ

ザイン演習」の最終報告会で実施済みである．結果とし

て，高専においても，教員と学生とが協力することで，

十分なコンテンツが作成できることを確認した．

4.1.3. e-Learningに関する情報収集と成果発信

サブプロジェクトテーマに対する情報収集および情

報発信について述べる．

まず，情報収集については，e-Learning実施先進校へ

の調査訪問を実施した．調査訪問校は，千歳先端科学技

術大学［10］と金沢大学［11］の２大学である．訪問したプロ

ジェクトメンバーは，千歳先端科学技術大学が，武田，

山口，中裏，松尾の４名，金沢大学が，榊原，金澤，西

野の３名である．

千歳先端科学技術大学では，２つの現代ＧＰテーマ

「学生力を活用した理科e-learning教材の開発 - 地域小

中学校との連携による理科離れの抑制」，「新たな情報キ

ャリアアップ教育の実現 - e-learningを介した全学情報

教育の共有化 -」，および，特色ＧＰテーマ「知識を共

有した効果的な授業の展開 - 高大連携によるe-learning

構築と教育現場での効果的活用 -」，金沢大学では，現代

ＧＰテーマ「IT教育用素材集の開発と IT教育の推進」

の実施状況および実施体制についての調査を実施した．

具体的には，両校の導入したe-learningシステム，コ

ンテンツ作成環境および開発体制，e-learningシステム

の利用範囲について調査した．この調査において，コン

テンツ開発環境の実現方法，学内でのe-learning推進方

法についてのノウハウが理解できた．このノウハウの一

部は，特別教育研究経費で申請した事業内容を推進する

上での参考事例となっている．

他の情報収集においては，NIME研修講座［12］である

「大学におけるe-learningの成功のための学内での取組

みについて」を受講した．研修内容は，各機関における

奈良工業高等専門学校　研究紀要　第42号（2006）60



e-learning導入の際の諸課題や問題点に対する解決策や

支援方策の紹介が主であり，e-learningを学内で推進し

ていく上での一長一短を知ることができた．

最後に，成果発信については，２年間のプロジェクト

を通じて，文献[2-6]，[13-16]等の成果報告等を行った.

特に，講演では，本プロジェクト内容及び実施結果に対

する意見や助言等を多数頂くことができた．

4.2. HTMLとWebデザイン教育の研修

２つ目のサブプロジェクトの短期戦略である計画的

なコンテンツ作成者の育成と研修についての取り組み

とその成果について述べる．

4.2.1. ホームページ作成ソフトウエアの更新

このサブプロジェクトでは，ホームページ作成ソフト

ウエアの更新およびホームページ作成研修を実施した．

平成16年度プロジェクトで購入したホームページ作成

ソフトウエアライセンスを各係の次期広報ホームペー

ジ作成候補者に移管し，今年度のプロジェクトで，ホー

ムページ作成ソフトウエアの最新版をプロジェクトメ

ンバーで，かつ，広報ホームページ作成委員でもある松

尾，川辺，澤田，中谷の4名に配布した．これにより，

次期広報ホームページ作成委員候補のホームページ作

成環境が整備された．また，基本的に最新版との互換性

が保たれており，今後において，現広報ホームページ作

成委員と次期広報ホームページ作成候補者と共同でホ

ームページ開発に当たる開発環境の構築を可能にした．

4.2.2. e-Learning によるHTMLとWebデザイン教育

前述したe-Learningによる情報基礎教育環境，研修内

容の再利用，安価な研修費用等を実現するために，e-

LearningによるHTMLとWebデザイン研修を実施した．

研修は，日経デザインWebラーニングコース［17］で行っ

た．これは，HTML入門およびWebデザインの基礎をe-

Learningによって学ぶ学習コースである．このコース

に，ホームページ作成ソフトウエアを配布したプロジェ

クトメンバー４名を受講させた．また，次期ホームペー

ジ作成候補者には，このコースのＣＤ－ＲＯＭ版を配布

し，任意で自己学習していただくよう依頼した．

結果として，半年間の受講期間内で２つのコースの受

講を終え，全員が修了テストに合格した．この e -

Learning研修によって，研修やスキルアップにおいて，

e-Learningは，よい自主学習ツールの一つであることを

体感することができた．

今後は，このＣＤ－ＲＯＭを本校図書館で保管し，プ

ロジェクトメンバー以外の利用を可能にするとともに，

受講した内容をベースとして，本学版のHTML入門お

よびWebデザインの基礎のコンテンツの開発を進めた

いと考えている．

5．中期目標に対する支援結果

本プロジェクトの実施によって，

¡ e-Learningに関する情報把握ができた．

¡ e-Learningの実施およびコンテンツ開発環境の実

現を可能にした．

¡ ホームページ作成スキル向上の研修を実施した．

の成果を得ることができた．

３つのサブプロジェクトテーマに対して取り組んだ

結果から，どの程度の中期目標に対する支援がなされた

かを表 3に示す．表 3の評価結果の欄は，表1と同様で

ある．

その結果，中期目標に対する支援評価に対しても，昨

年の支援結果である表1と比較して，表3では，支援不

足であった3.，4.，9の中期目標内容に対して，ほぼ支

援できたといえる．

表 3 中期目標支援評価

6．おわりに

中期目標を達成させるための支援を目的として，平成

１６年度プロジェクトから２年間プロジェクトを推進

してきた．そして，平成17年度のプロジェクトでは，

「早急なe-Learning環境の構築とe-Learningによる授業

の実現」，「計画的なコンテンツ作成者の育成と研修」と
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中期目標内容
評

価 

1.インターネットなど e-ラーニングを活用した教育の推進に努める ○ 

2.メディアリテラシー教育，環境・科学技術リテラシー教育，技術者倫

理教育の推進を検討する． 
◎ 

3.インターネット・メディア教材，ＮＩＥ教材，コミュニケーション指向の

教材の開発を検討する． 
○ 

4.他高専等での教材開発に関する情報の収集に努め，共同の研究

会等での教材開発の検討を準備する． 
○ 

5.低学年での混合学級実施の検討を始める． ○ 

6.メディアリテラシー教育，環境・科学技術リテラシー教育，技術者倫

理教育の推進を検討する． 
○ 

7.本校のホームページの現状の把握と今後の課題を検討する． ◎ 

8.研究・研修の成果の公開について検討する． ○ 

9.事務職員・技術職員の諸能力向上のための研修会の計画的な実施 ○
 

10.各評価作業の資料となるデータベース構築を推進する ○ 



いうサブプロジェクトテーマに取り組んだ．

このサブプロジェクトにおける短期戦略として，「e-

Learningによる情報基礎教育環境の実現」と「HTML

とWebデザイン教育の研修」を掲げ，以下の

¡ 外部資金獲得に向けたe-Learning構想作り

¡ 学内での自発的なe-Learning環境の構築

¡ e-Learningによる情報教育実践校への調査

¡ 次期広報ホームページ作成者の養成

¡ 事務職員・技術職員への研修方法の検討

の取り組みを推し進めた．

結果として，平成17年度プロジェクトにおいて，主

観的評価ではあるがネットワークに関する中期目標全

てに対して，ほぼ支援できたと結論づける．

最後に，この2年間のプロジェクトを推進していく中

で，広報ＨＰやe-Learningに関する様々なノウハウや知

見が得られ，それを基に新しい展開を生み出せることを

実感した．その展開の表れが，広報ＨＰにおける作成体

制の確立や特別教育研究経費による e-Learningシステ

ムの導入につながったといえる．

別の話になるが，２年間のプロジェクトの調査を通じ

て，他大学や他高専が，e-Learningを教育改善の道具あ

るいは学生や地域への教育サービスとして積極的に活

用されていることに危機感を抱いた．次年度からは，中

期目標に対する支援プロジェクトの実施から，e -

Learningシステムを活用した全学的な情報教育支援体

制の実現という事業へと取り組みが変わる．

今後の展望として，e-Learningが本校における教育改

善や地域貢献に最も必要な道具として，コンセンサスが

得られるよう努力するとともに,早急なe-Learningの実

施範囲の拡大を目指していきたい．
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